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第１章 公共施設等個別施設計画の位置付け等 

１．公共施設等個別施設計画の背景と目的 

 本市では、人口減少・少子高齢化や地域の変化に伴い、公共施設等の利用需要の変化が予測され

ることを踏まえ、公共施設等の全体状況を把握し、長期的な視点を持って、更新・統廃合・長寿命

化などを計画的に行うことにより、財政負担の軽減・平準化と公共施設等の配置の最適化を図るこ

とを目的として、平成 29年２月に「鴨川市公共施設等総合管理計画（以下「総合管理計画」）」を

策定しました。 

この総合管理計画において、長寿命化を前提とした更新費用と将来の投資的経費の見込額とのか

い離を埋めるため、公共施設の延床面積の 20％（３万㎡）の削減を目標に掲げています。 

「鴨川市公共施設等個別施設計画」は、総合管理計画で示された公共施設等の全体及び施設類型

ごとの基本方針の実現に向けて、公共施設の個別施設毎の方向性や具体的な整備時期・内容等を明

らかにし、中長期的な視点に立った施設の適正化と効率的な管理運営を行うことを目的として策定

するものです。 

２．計画の位置付け 

この計画は、上位計画である総合管理計画に基づき、各施策の中の施設面の取組みに関して、具

体的な行動計画として提示するものです。 

各施設の方向性については、老朽化及び利用状況等を個別に調査した結果に基づき、それぞれの

施設所管課での検討結果を踏まえ整理したものです。 

 なお、既に長寿命化計画等が策定されている市営住宅及び衛生センター、インフラ施設について

は、それぞれの個別計画等に基づき再編・整備等を進めていきます。 

 

図表 「個別施設計画」の位置付け 
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３．対象施設 

本市が保有する「公共施設」を対象とします。 

この計画において公共施設の施設類型は、庁舎・出張所、公民館等、学校（小・中学校）、学校

給食センター、認定こども園、保健・福祉施設、図書館、展示等施設、スポーツ施設、レクリエ

ーション・観光施設、産業系施設、消防施設、環境施設等とします。 

 

４．計画期間 

 本計画の計画期間は、総合管理計画と整合を図り、令和 22（2040）年度を目標年次とし、

20年間とします。 

 

５．計画の構成 

本計画は、ハード面とソフト面の両方からの検討を踏まえ、総合管理計画の基本方針に基づ

き、多面的な実態・課題に対応した施設類型ごとの整備方針を策定し、公共施設にかけられる投

資的経費に係る財政制約の下、鴨川市の公共施設サービスの維持・向上を図る具体策を示すもの

であり、以下の構成で策定します。 

図表 計画の構成 
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第２章 公共施設の老朽化等の状況と施設保全の基本的な考え方 

１．公共施設等の状況（総合管理計画との比較） 

（１）築年別整備の状況 

本市が保有する公共施設等の延床面積は、現状（令和元年度末時点）で 16.1万㎡となってお

り、総合管理計画策定時（平成 28年８月時点）と比較して 0.5万㎡減少していますが、総合管

理計画策定時には築 30年以上の施設が 57%であったのに対して、令和元年度末時点では 65%

を占めるに至っており、老朽化が着実に進行している状況にあります。 

 

 

図表 築年別整備状況 
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（２）将来更新費用の状況 

平成 29年２月に策定した総合管理計画における試算と同条件（①保有量の削減（民間活用

等を図る学校跡地等の遊休施設を試算除外とする。）、②施設の長寿命化、③大規模修繕履歴の

反映）で、総合管理計画策定時の施設 16.6万㎡と現状（令和元年度末時点）での施設 16.1

万㎡について、将来更新費用を試算しました。 

その結果、総合管理計画策定時の施設面積での将来更新費用は年 15.9億円と試算される一

方で、現状の面積による試算では年 15.3億円と 4％低減され、総合管理計画策定時に設定し

た将来の投資的経費（見込額）11.4億円とのかい離幅は 1.3倍に縮小されました。 

しかし、厳しさを増す本市の財政状況を踏まえ、直近３年間の決算における公共施設に対す

る投資的経費の平均額の年 8.2億円を将来更新費用の目標としますと、かい離幅は 1.9倍とな

り、ハード面（施設保全面）・ソフト面（利用面、運営面、コスト面）の両面からの改善策の具

体化が必要な状況となっています。 

 

図表 将来更新費用の試算（総合管理計画策定時と現状） 
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２．老朽化状況の把握と評価 

（１）目的 

本市が保有する施設の老朽化状況を把握、評価し、建物の特性を踏まえ、学校施設、認定こ

ども園施設、一般公共施設の 3類型で整理することで、施設保全面での効率化・合理化等の整

備方針へつなげます。 

 

（２）対象施設及び把握項目 

この計画の対象施設のうち主な 55施設 98棟約 9.9万㎡を対象（公営住宅、し尿処理施設

を除く）に調査を実施しました。 

劣化状況を把握するため、建物１棟ごとに既存資料や現地調査を行い把握しました。 

劣化状況は、①建物の基本情報、②躯体の健全性、③躯体以外の劣化状況、④整備水準で把

握しました。 

 

（３）老朽化状況の調査方法 

各把握項目の調査方法は以下のとおりです。 

①建物の基本情報 

固定資産台帳と学校施設台帳等の情報から築年や構造・規模等の情報を整理しました。 

②躯体の健全性 

昭和 56（1981）年以前の旧耐震基準の建物の耐震安全性と、耐震診断時の報告書等から

圧縮強度を把握し、長寿命化を判断しました。 

③躯体以外の劣化状況 

部位別に工事履歴による経年と、技術者による現地目視調査（令和２年７月実施）によっ

て把握・評価しました。 

④整備水準 

機能面や省エネ等の社会的要求水準が施設の整備時よりも高まっていますことから、トイ

レの洋式化・ドライ化（生活環境）、車椅子等での移動の円滑化、多目的トイレの整備（バリ

アフリー化）について現地調査によって把握・整理しました。 

 

（４）評価方法 

１）躯体の健全性 

躯体の健全性は、耐震安全性の確保と、コンクリート躯体の強度による長寿命化の判定の２

点を評価しました。 

耐震安全性の確保は、旧耐震基準の建物の耐震診断・耐震補強の実施の有無を把握し、診

断・補強の未実施施設を抽出し、新耐震基準に満たない耐震補強が必要な施設を判断しまし

た。 

また、コンクリート躯体の強度による長寿命化判定は、旧耐震基準の建物の耐震診断時のデ

ータを整理し、コンクリートの圧縮強度が 13.5Ｎ/mm2以下又は確認できない建物を抽出しま

した。 

これらの建物は、長寿命化する際に詳細な調査が必要となります。 
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２）躯体以外の劣化状況 

躯体以外の劣化状況は、学校跡地等の遊休施設や 200㎡未満の附属屋等を除く約 9.9万㎡

を対象に、技術者による現地目視調査によって評価しました。 

劣化状況は、屋根・屋上、外壁、外部開口部、内部仕上げ、電気設備、給排水衛生設備、冷

暖房換気設備、昇降機の 8部位をA～Dの４段階で評価しました。 

評価基準は、文部科学省「学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書」に準じています。 

また、設備機器等は、目視だけでは評価しきれないので、工事履歴による経年を考慮し評価

しました。 

経年による評価の基準は、「建築物のライフサイクルコスト（平成 17年 建築保全センタ

ー）」を参考に設定しました。 

 

図表 躯体以外の劣化状況の評価基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 概ね良好

Ｂ
部分的に劣化
（安全上、機能上、問題なし）

Ｃ 広範囲に劣化
（安全上、機能上、低下の兆し）

Ｄ
早急に対応する必要がある
（安全上、機能上、問題あり）
（躯体の耐久性に影響を与えている）
（設備が故障し施設運営に支障を与えている）

良好

劣化

基 準 経過年数による目安

標準耐用年数の半分以内

標準耐用年数以内

標準耐用年数を超過

著しい劣化事象がある場合

 

部位 
標準 

耐用年数 

経過年数による評価基準 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

屋根・屋上 
アスファルト保護防水 30 15年未満 15～30年 30年以上 

著
し
い
劣
化
事
象
が
あ
る
場
合 

その他の防水・屋根 20 10年未満 10～20年 20年以上 

外壁 
複層塗り、薄塗り 20 10年未満 10～20年 20年以上 

タイル、石、パネル 40 20年未満 20～40年 40年以上 

外部開口部 
アルミサッシ、ガラス 40 20年未満 20～40年 40年以上 

スチールサッシ 30 15年未満 15～30年 30年以上 

内部仕上げ 床・壁・天井・その他 40 20年未満 20～40年 40年以上 

電気設備 
受変電 30 15年未満 15～30年 30年以上 

電力、電灯、通信、防災等 20 10年未満 10～20年 20年以上 

給排水衛生設備 20 10年未満 10～20年 20年以上 

冷暖房換気設備 20 10年未満 10～20年 20年以上 

昇降機設備 30 15年未満 15～30年 30年以上 

外構・その他工作物 40 20年未満 20～40年 40年以上 
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３）整備水準 

整備水準は、生活環境（トイレ）とユニバーサルデザインの２点を評価しました。 

生活環境（トイレ）は、トイレの洋式化・ドライ化の状況を調査し、トイレの大便器が和式

であり、床が湿式となっているものを「未対応」とし、それ以外は対応の状況により、「洋式

化」、「ドライ化」、「洋式化・ドライ化」で評価しました。 

トイレのドライ化とは、洋式便器の普及により、清掃方式が水を流さずに行えるようにした

もので、床面を乾燥させることにより、大腸菌等の雑菌の繁殖を防止し、衛生的に保つことが

でき、また、排水溝がないことにより、臭いの原因がなくなります。 

ユニバーサルデザインは、バリアフリーの観点から、車椅子等での移動の円滑化と、多目的

トイレの設置状況を調査しました。 

車椅子等での移動の円滑化は、屋外から建物内に入るためのスロープの設置、自動ドアの対

応、エレベーターにより 2階以上のフロアへの移動が可能な建物は「対応済」とし、部分的に

対応している建物は「一部対応」、スロープが無く建物内に入れない建物は、「未対応」と評価

しました。 

多目的トイレは、「多機能トイレ」もしくは「誰でもトイレ」とも呼ばれ、車椅子使用者や高

齢者、乳幼児連れ、介助を必要とする人等が利用できるトイレです。 

ベビーベッドやオストメイト等の機能が整備されているトイレを「多目的トイレ」とし、車

椅子利用者が利用できるトイレを「車椅子対応」と評価し、両方整備されていない場合に「未

対応」と評価しました。 
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３．老朽化の実態・課題 

（１）学校施設 

本市の学校施設は、小学校７校、中学校３校です。主な建物の校舎、体育館、武道場等の 22

棟、約 4.8万㎡について調査しました。 

 

■ 躯体の健全性 

学校施設の耐震安全性は全て確保されています。 

コンクリートの圧縮強度が 13.5Ｎ/ mm2以下の建物はありませんが、田原小学校の校舎は

データが確認できず、現地調査の目視において、ひび割れや鉄筋の露出等を確認したので詳細

な調査を行い改築と長寿命化の可否の両面で検討する必要があります。 

 

■ 部位別劣化状況 

学校施設については統廃合が進められる中、改修、改築がなされ、屋根・屋上や外部開口部

等比較的良好な状態となっています。 

ただし、外壁や電気設備、給排水衛生設備等において老朽化が進んでいる施設がみられま

す。 

築年でみますと、築 40年以上の９校と築 20年未満の１校に大きく分類されます。築 40

年以上９校のうち、6校（長狭中学校、鴨川小学校、東条小学校、天津小湊小学校、田原小学

校、西条小学校）で老朽化が進んでいます。 

空調設備は、令和元年度に全ての普通教室と一部の特別教室に設置を行っています。体育館

は比較的良好です。 

鴨川中学校は、築 10年と新しい施設となっています。 

また、海岸に近い施設では、塩害により外部の仕上げや設備機器に錆による腐食などの劣化

が進んでいます。 

 

■ 整備水準 

平成 14年以降に改築及び大規模改修を実施した施設の大半にあっては、トイレの洋式化・

ドライ化が完了しています。 

その一方で、長狭中学校、鴨川小学校、東条小学校、天津小湊小学校、田原小学校の５校

は、一部のトイレが洋式になっているもののドライ化は未整備の状況となっています。 

車椅子等での移動を円滑に行うための段差解消対策については、スロープの整備による対応

がとられていますが、田原小学校、西条小学校の２校は、校舎へのスロープ設置が未整備とな

っています。 

また、鴨川中学校、安房東中学校以外の小中学校にはエレベーターが整備されていないた

め、各フロアへの移動はできない状況になっています。 

多目的トイレについては、５校（長狭中学校、長狭小学校、江見小学校、安房東中学校、鴨

川中学校）で整備されています。車椅子で利用可能なトイレについては、４校（鴨川小学校、

東条小学校、西条小学校、天津小湊小学校）で整備されています。 

田原小学校については、未整備の状況となっています。 
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（２）認定こども園施設 

本市の認定こども園施設は、６園です。主な園舎の 12棟、約 0.8万㎡について調査しまし

た。 

 

■ 躯体の健全性 

認定こども園は耐震安全性が確保されています。 

コンクリートの圧縮強度が 13.5Ｎ/ mm2以下の建物はありませんが、鴨川認定こども園

（保育園舎）はデータが無く、現地調査の目視において、概ね良好ですが、詳細な調査を行い

長寿命化の可否を判断する必要があります。 

 

■ 部位別劣化状況 

認定こども園施設については改修等が進められ、外部開口部、内部仕上げ等比較的良好な状

態となっています。 

ただし、電気設備、給排水衛生設備等において老朽化が進んでいる施設が見られます。 

鴨川認定こども園と田原認定こども園は、幼稚園舎と保育園舎が分離しており、鴨川認定こ

ども園（保育園舎）が旧耐震基準の建物となっています。 

認定こども園化に伴い施設の整備がされていますが、その多くは部位別での改修対応となっ

ており、鴨川認定こども園（保育園舎）、長狭認定こども園及び田原認定こども園（保育園舎）

の 3園は老朽化が進行しています。 

天津小湊認定こども園、西条認定こども園及び江見認定こども園の 3園は比較的良好といえ

ます。 

江見認定こども園は、築 6年と新しい施設となっています。 

また、沿岸に近い施設では、塩害により外部の仕上げや設備機器に錆による腐食などの劣化

が進んでいます。 

 

■ 整備水準 

トイレのドライ化については、天津小湊認定こども園、長狭認定こども園及び江見認定こど

も園の 3園で整備されています。 

鴨川認定こども園、田原認定こども園及び西条認定こども園の 3園は未対応となっています

が、乳幼児が利用するため、トイレトレーニングを含め、今後の仕様検討をする必要がありま

す。 

車椅子での移動を円滑に行うための段差解消等の対策については、平屋の建物も多いため、

スロープでの対応がとられていますが、鴨川認定こども園及び田原認定こども園の２園では屋

外から屋内に入るためのスロープが未整備となっています。 

多目的トイレは江見認定こども園で整備されています。 

車椅子で利用可能なトイレについては、天津小湊認定こども園、長狭認定こども園及び西条

認定こども園の 3園で整備されており、鴨川認定こども園及び田原認定こども園の 2園が未整

備となっています。  



10 
 

（３）一般公共施設 

本市の学校施設、認定こども園施設と公営住宅、し尿処理施設を除いた一般公共施設 41施

設、55棟、約 4.3万㎡について調査しました。 

 

■ 躯体の健全性 

一般公共施設は、太海公民館、田原公民館、吉尾公民館、青少年研修センターや消防団詰

所、天津小湊清掃センター、市民ギャラリー（令和 2年 4月より休館中）の 10棟の耐震安全

性が確保されていません。 

コンクリートの圧縮強度が 13.5Ｎ/ mm2以下の建物はありませんが、市民ギャラリーはデ

ータが無く、現地調査の目視において、鉄筋の錆の溶け出し等が見られ、詳細な調査を行い長

寿命化の可否を判断する必要があります。 

 

■ 部位別劣化状況 

一般公共施設は、大部分の部位について、約半分の施設が C又はD評価となっており、特に

築 20年以上の棟において、全般的に老朽化が進んでいる状態にあります。 

特にＤ評価となっている公民館や天津小湊支所、スポーツ施設、清掃センターの老朽化が著

しく、施設運営に支障を及ぼしかねない状況となっています。 

学校や認定こども園と比較し、大規模修繕の工事の履歴が少ないことで劣化が進行していま

す。 

 

■ 整備水準 

トイレの洋式化・ドライ化については、新耐震基準の施設では整備されていますが、旧耐震

基準の施設では改修が行われてないため対応できていません。 

車椅子等での移動を円滑に行うための段差解消対策については、スロープの整備による対応

がとられていますが、スポーツ施設や一部の集会施設では車椅子対応ができていない状況とな

っています。 

また、各フロアへの移動については、鴨川市役所庁舎、総合保健福祉会館、鴨川オーシャン

パークと一部の公民館にはエレベーター等の整備による対応がとれています。 

多目的トイレは、鴨川市役所庁舎で整備されています。 

車椅子で利用可能なトイレは、市民ギャラリー、天津小湊支所、福祉センターやスポーツ施

設等に整備されています。半数の施設は未整備となっています。 
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４．長寿命化の判断 

（１）目標使用年数の設定 

長寿命化とは、構造躯体の健全性を維持し、物理的な耐用年数近くまで建物を使用することで

す。 

建物は躯体が健全であれば、躯体以外の部分を修繕・改修・交換することで長く使用できます。 

建物の望ましい目標耐用年数は構造種別により異なり、鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンク

リート造及び重量鉄骨造について高品質の場合は 80年から 120年となります。 

しかし、構造躯体の物理的な耐用年数は、施工時の状況やその後の使用状況及び立地環境によ

って異なります。 

図表 建築物の望ましい目標使用年数 

 

 

 

 

 

従来の一般的な公共施設の使用年数の 50～60 年に対して、日本建築学会では高品質の下限

値と普通の品質の上限値を 80年としていることから、目標使用年数を 80年とします。 

ただし、目標使用年数の時点で躯体の健全性が確認できればさらに長く使うことも検討します。 

 

（２）構造躯体の健全性評価 

構造躯体の健全性は、耐震診断時のデータより耐震安全性を確認するとともに、コンクリート

圧縮強度を評価し、これにより躯体としての長寿命化の可否を判断します。 

耐震診断時のデータによりコンクリートの圧縮強度が 13.5N/mm2 以下となった建物は長寿

命化に向かない可能性があります。 

本市では、13.5N/mm2以下となった建物はありませんが、旧耐震基準の建物でデータが無い

ものがありました。 

 

（３）長寿命化改修の際に必要な調査 

耐震診断時に行った調査は、圧縮強度等の限られた情報による評価であり、また、中性化深さ

や鉄筋の腐食度は経年により進行します。 

そのため、「長寿命化に適する」と判定された建物であっても 10 年以上前に耐震診断を行っ

ている建物については、工事実施時に文部科学省の耐力度調査に準じた構造躯体の詳細な調査を

行う必要があります。 

詳細な調査では、鉄筋コンクリート造については、コア抜き、はつり調査を実施し、鉄筋の腐

食度、圧縮強度、中性化深さの測定を行います。 

鉄骨造や木造の建物については、材料試験を行わず、現地目視にて、不同沈下、建物の傾き、

外壁のひび割れ、構造部材の錆・腐朽・座屈・破断等の有無について調査を行います。 

さらに、長寿命化改修に要する費用が合理的なコストであることを確認し、合理的でないコス

トと判断した場合は、長寿命化改修を行わず、当面は現状を維持し、建替え又は施設廃止等の時

期の検討を進めます。 

高品質

の場合

普通の品質の

場合

高品質

の場合

普通の品質の

場合

軽量鉄骨

ブロック造

れんが造
木造

鉄筋コンクリート造

鉄骨鉄筋 コンクリート造

鉄骨造

重量鉄骨

80～120年 50～80年 80～120年 50～80年 30～50年 50～80年 50～80年

出典：建築物の耐久計画に関する考え方（日本建築学会）
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５．整備レベル・更新サイクルの設定 

建物の目標使用年数を 80年とし、長寿命化のための整備レベルと更新周期の設定を検討しま

す。 

用途・規模・立地などによって劣化状況は異なるため、改修実施段階では個別に対応を決めな

ければいけませんが、目安として、標準のサイクルを以下のように定めます。 

• 施設の安全性と運営にとって重要な部位・設備（外壁・屋根・屋上防水・電気設備機器、給

排水設備機器、空調機器等）については、20年周期（20年・40年・60年）を標準とし、

その時の状況を見たうえで、計画的に改修・更新する。ただし、劣化等の状況により、実施

時期が前後することがある。 

• 躯体を長期に（80年程度）使用するうえで、中間年（40～50年）をめどに、躯体の詳細

調査を実施し、必要なものには躯体改修工事を行う。 

• 中間年（40～50年）をめどに、躯体以外の部位・設備について、内装、設備、配管を含め

た全面的な改修を行う。 

また、施設に求められるバリアフリー、防災機能等の機能向上についても、その時の個別施設

の状況やニーズに応じて、費用対効果を検討したうえで採用します。 

こうした標準のサイクルに対し、小規模な建物は中規模改修のみ行う、あるいは 25年周期

とするなど、建物の状況に応じた更新サイクルを適用します。 

 

図表 標準の整備レベル・更新サイクルの設定 
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６．将来更新費用の試算と老朽化等の状況のまとめ 

多面的に把握した公共施設の老朽化状況に対して、建物の目標使用年数を 80年とする長寿命

化を行うことを基本として、財政負担の削減と平準化を図った場合の将来更新コストを試算する

と、今後 40年間で総額 621億円、年間更新費用は平均 15.5億円となりました。 

この計画の計画期間である今後 20年間では、年間 14.6億円となり、過去３年間の公共施設

への投資的経費の平均 8.2億円に対しては、1.8倍、年間 6.4億円のかい離となっています。      

今後の財政状況を鑑みると、施設保全面での効率化・合理化のみでは、こうした財政目標との

かい離の解消は難しいものと考えられます。 

特に、統廃合や再編の際、改修等の整備が行われてきた学校や認定こども園以外の公民館、保

健・福祉施設、スポーツ施設等は老朽化が進んでいる施設が多くなっているため、早急に具体的

な再編等の方策を定めた上で、今後の維持していく施設に対して、計画的な改修等を実施する必

要があります。 

 

図表 ハードの実態把握を踏まえ長寿命化を実施した場合の将来更新コスト試算 
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修繕維持費 緊急修繕 大規模改修 大規模積み残し 中規模修繕 中規模積み残し
長寿命化修繕 長寿命積み残し 個別工事 取り壊し等 建替え 建替え積み残し
その他集計 工事費 住宅 学校 年平均

（億円）

決算統計（過去３年間）

8.2億円/年

現在

40年間の更新費用総額

621億円

年間更新費用

15.5億円/年

1.8倍

20年間の年間更新費用

14.6億円/年

建替え長寿命化改修
長寿命化改修
（積み残し）

中規模改修
（築20・60年）

部位改修 経常修繕
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第３章 施設類型ごとの実態・課題 

１．施設類型ごとの実態・課題 

施設類型ごとの施設概要を整理するとともに、施設別の利用状況、運営状況、コスト状況の

実態把握を行い、ハード面の実態も踏まえ、施設面、運営面、コスト面での課題をまとめるこ

とにより、個別施設計画の整備方針や施設類型ごとの改善方針・再編策につなげます。 

 

第４章 施設類型ごとの個別施設計画 

１.公共施設等総合管理計画の基本方針 

平成 29年２月に策定した総合管理計画では、公共施設等の適正な管理に向け、公共施設マネジ

メント方針として、「住み続けたい・新たに住みたいまちづくりにつながる公共施設マネジメント」

を掲げ、５つの柱を設定し、数値目標として、公共施設の延床面積の 20%（3 万㎡）の削減を目

指しています。 

 

 

１ 鴨川の資源を活かした公共施設の有効活用  

⬧ 人口流出を抑制し、本市への人の流れを生じさせるため、本市の特色である、豊かな

自然環境のもとで育まれた農漁業や観光産業、充実した医療・福祉等の資源を活かし

ながら、公共施設を子育て支援機能の充実、交流・活動の場の充実、生活支援・介護

の充実、魅力的な雇用の確保、大学等の生涯学習の充実、交流資源の充実を図るため

に活用します。 

２ 地域の状況に応じた公共施設の見直しによる持続可能なまちづくり 

⬧ 持続可能なまちづくりを目指し、都市計画マスタープランとの整合を図りながら、地

域の状況に応じた適切な公共施設の配置を進めます。 

⬧ 公共施設の見直しを実施する際は、公共サービスを提供するハコモノの「施設」から

公共サービスを提供する「機能」を重視し、機能の集約・複合化、重複している機能

の整理を行うことで施設レベルを向上し、防災機能の充実等を図りながら、地域の実

状に応じた機能の見直しを行います。 

３ 公共施設跡地の有効活用と学校の多目的活用  

⬧ これまでの統廃合による学校等の跡地及び公共施設機能の集約・複合化により今後創

出される跡地は、民間への貸付け又は売却等を含め、有効活用を図ります。 

⬧ 地域の中心的施設である学校の多目的活用を図り、地域の集会・研修、スポーツ、子

ども・子育て支援の場としての活用を図ります。 

４ 計画的保全による長寿命化  

⬧ 施設の躯体の健全性や劣化状況による老朽化状況を把握、評価し、公共施設等総合管

理計画と連動した「個別施設計画」を施設類型ごとに策定し、耐用年数の長寿命化を

図りながら、施設の更新・維持管理コストの適正化を図ります。 

⬧ 民間活力の活用や住民参加による施設運営など、施設の管理運営方法の見直しを含め、

多方面からの工夫により、長期的な財政バランスを維持します。 

５つの柱 
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５ 民間活用  

⬧ 公共施設等の整備に際して、また管理運営を実施する際は、補助金や民間資金の活用、

民間のノウハウを活用することについての検討を行います。 

⬧ 公共施設等総合管理計画のデータをはじめ、必要なデータを情報公開することにより、

市民と行政との問題意識の共有化を図り、市民と協働で課題解決に取り組みます。 

 

２.公共施設等個別施設計画の整備方針 

総合管理計画の基本方針及びハード面・ソフト面の実態・課題を踏まえ、以下の個別施設計画の

整備方針を定めました。 

 

◼ 整備方針 

⚫ 計画的保全による施設の長寿命化を図るとともに、財政状況が一層厳しさを増すことを踏ま

え、更なる施設総量の削減や運営・管理の見直し等を進める。 

⚫ 継続的な実態把握による、改善策の見直しを続けることにより、地域の将来変化に柔軟に対

応する。 

【ハード面】 

⚫ 目標使用年数を 80年として、長寿命化を図る。 

⚫ 築年数が古く老朽化が進行し（1971年築以前の建物）、改修費用と築 80年までの残り

年数からコストが合理的でない施設は築 60年で建替えとする。 

⚫ 市民の利用や職員が執務する建物については、長寿命化改修時に機能回復工事と社会的ニ

ーズを考慮し機能向上を図る。 

⚫ 消防団詰所、附属屋等の小規模施設は事後保全とし、継続的な劣化調査を行い安全性・機

能性を確保する。 

【ソフト面】 

⚫ 統廃合や再編が進められてきた小・中学校、認定こども園は、今後の児童・生徒数の変

化に応じた更なる適正配置や一体化等を検討する。 

⚫ 支所・出張所や公民館等は、地域ごとに再編、集約化・複合化を進める。 

⚫ 支所・出張所や保健・福祉施設等の運営・管理の見直しを検討する。 

⚫ レクリエーション・観光施設等は、一層の集客力の向上・収入の向上を図る。 

⚫ 廃校等遊休施設は、民間活用又は取壊しの早期の実施を進める。 

 

  

整備方針 
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３. 施設類型ごとの実態・課題と改善方針・再編策                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                              

基本方針・整備方針を踏まえ、施設類型ごとの実態・課題に対して、施設類型ごとの改善方針

と個別施設の再編策を定めます。 

 

  
施設類型 実態・課題（施設面、利用面、コスト面） 方針・再編案

目標
年次

(１)
庁舎
・出張所

（施設面）
・市役所は、築45年を超えているが、耐
震・大規模改修を実施しており、良好な状況
となっている。
・天津小湊支所及び江見・吉尾・小湊の各出
張所（公民館・コミュニティセンターとの複
合施設）は、建物の殆どの部位がＣ又はＤ評
価となっており、劣化が進んでいる。
（利用面）
・市役所以外では、「税金等の収納」が利用
の半分以上を占める。
・全般的に減少傾向にあり、特に小湊出張所
は前年比16%と大幅減少している。
・令和３年４月よりコンビニ収納が開始さ
れ、税金等の収納に係る利用減少が見込まれ
る。
・市民サービスセンターは、令和３年３月
31日をもって廃止となる。
（コスト面）
・天津小湊支所の年間経費は約2,600万円*
で、他の出張所等の２倍以上となっている
（*一部教育委員会の経費を含む）。

市役所は、施設を維持しつ
つ、将来的に建替えを検討
する。
・施設の維持管理を維持しつ
つ、劣化の状況により将来的
に建替え等を検討する。

支所・出張所は、機能の在
り方を検討しつつ、地域ご
とに他の公共施設の再編に
合わせた複合化等を図る。
・地域ごとに他の施設と合わ
せて機能再編・施設の統廃合
を検討する。

ＩＣＴ（情報通信技術）を
活用し、窓口業務の効率
化・利便性の向上を図る。
・税金等公金のコンビニ収
納、スマートフォン決済アプ
リによる納付等を推進する。
・住民票等のコンビニ交付の
利用を推進する。

10年以
内
（施設老
朽化・窓
口業務の
デジタル
化等対
応）
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施設類型 実態・課題（施設面、利用面、コスト面） 方針・再編案
目標
年次

(３)学校

（施設面）
・全般的に良好であるが、長狭中学校、鴨川
小学校、東条小学校、天津小湊小学校及び田
原小学校はＣ評価の多い棟を有している。
・トイレ改修やバリアフリー化が進んでいな
い。
（利用面）
・児童生徒の減少を踏まえ、平成24年度の
第２次鴨川市学校適正規模検討委員会の答申
に基づき、小中学校の統合及びこれに伴う施
設の新築・改修を行っている。
・小学校は、鴨川地域を除く３地域で１校に
集約している。
・中学校は市全体で３校に集約している。
・鴨川地域では、田原小学校が全校児童が
100人を下回る状況が続くことが見込まれ
ている。
・長狭中学校、安房東中学校ともに全校生徒
が100人を下回っている。

児童生徒の減少及び施設の
老朽化を踏まえ保護者や地
域住民、有識者等の意見を
基に小中学校の適正配置に
ついて、改めて検討する。
・小中学校の安全安心な学校
づくりを進める。
・危険な校舎及び老朽化した
校舎の改修は、必要に応じて
実施する。
・トイレ改修やバリアフリー
化を計画的に進める。

10年以
内

(２)
公民館等

（施設面）
・吉尾公民館、太海公民館、田原公民館及び
青少年研修センターは、耐震改修が未実施で
ある。
・青少年研修センターを除き、Ｃ又はＤ評価
が殆どを占めるなど、建物の健全性、劣化状
況に問題がある。
（利用面）
・年平均１日１件未満の利用にとどまってい
る施設が６施設（大山公民館、主基公民館、
曽呂公民館、コミュニティセンター小湊、わ
んぱくハウス、ふるさとシアター）ある。
・青少年研修センター、芝町コミュニティセ
ンター及び四方木ふれあい館は、指定管理者
により管理運営を行っている。
（コスト面）
・利用１件当たりのコストが１万円を超える
施設が７施設（大山公民館、吉尾公民館、主
基公民館、曽呂公民館、天津小湊公民館、コ
ミュニティセンター小湊、ふるさとシア
ター）ある（修繕費の影響を除く）。

施設の現状と利用状況を踏
まえ、運営方法の見直しや
適正配置等を検討する。
・地域ごとに他の公共施設と
合わせて機能再編・施設の統
廃合を検討する。
・公民館は、併設されている
出張所の状況を考慮しつつ、
旧中学校区単位での集約・複
合化等を検討する。
・青少年研修センターは、民
間譲渡等を検討する。
・芝町コミュニティセン
ター、四方木ふれあい館及び
東町集会所は、施設の維持管
理を維持しつつ、利用を継続
する。

10年以
内
（公民館
は令和３
年４月か
ら検証
し、令和
５年度か
ら実施）
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施設類型 実態・課題（施設面、利用面、コスト面） 方針・再編案
目標
年次

(４)
学校給食
センター

（施設面）
・建物は良好であるが、設備は更新の必要性
がある。
・調理場に空調機器が設置されておらず、労
働・衛生環境面で課題となっている。
（利用面）
・配食数は減少傾向にある。
　※１日2,500食
（コスト面）
・外部委託により、委託前と比較して年間
780万円の経費削減が図られた。
・外部委託は、献立の充実、現場の人材確
保・育成等にも効果をあげている。

衛生面等の改善を図りつ
つ、施設の維持・長寿命化
を図る。
・長寿命化を図りつつ、施設
の更新・維持管理コストの適
正化を図る。
・空調設備等の整備を検討す
る。

長寿命化

(５)
認定こど
も園

（施設面）
・長狭認定こども園を除き、改修等が行われ
ており劣化状況は良好である。
・長狭認定こども園は、劣化が進んでおり、
使用していない３階部分の施設管理等の問題
もある。
・延床面積が合計1,000㎡を超える園が２
園（鴨川認定こども園、長狭認定こども園）
ある。
（利用面）
・これまでの幼稚園・保育園を再編し、６つ
の認定こども園を設置したが、分離型の園が
２園（鴨川認定こども園、田原認定こども
園）ある。

施設を維持しつつ、効率的
な施設運営を図るため、分
離型施設の一体化、施設規
模等の適正化を検討する。
・分離型施設の一体化を図
る。
・分離型施設の一体化と併せ
て、劣化が進んでいる施設
は、将来的に建替え等を検討
する。

分離型施
設の一体
化ついて
は５年以
内
建替え等
について
は15年
以内

(６)
保健・福
祉施設

（施設面）
・劣化状況は、福祉センターは屋根・屋上を
除いた各部位がＣ評価となっているが、その
他の施設は比較的良好である。
（利用面）
・天津小湊保健福祉センターの利用者数は年
間6,800人で、福祉センターや江見老人憩
の家と比較して少なく、１日当たりの利用者
数は20人程度にとどまっている。
・福祉作業所は指定管理者による管理運営を
行っている。
（コスト面）
・１人当たりのコストは、減価償却費が嵩ん
でいる影響で、天津小湊保健福祉センター
（1,845円/人)及び総合保健福祉会館
（1,814円/人)は、他の施設よりも高く
なっている。

施設の長寿命化を図りつ
つ、効率的な施設運営を図
るとともに、受益者負担の
適正化を検討する。
・施設の利用料金の在り方を
検討する。
・福祉作業所の民間団体への
譲渡等を検討する。

天津小湊保健福祉センター
の在り方を検討する。
・地域内の他の公共施設と合
わせて、機能再編・施設の統
廃合を検討する。

10年以
内
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施設類型 実態・課題（施設面、利用面、コスト面） 方針・再編案
目標
年次

(７)
図書館

（施設面）
・築30年を超えているが、長寿命化が可能
な施設である。
（利用面）
・貸出者数、冊数は増減はあるものの、ほぼ
横ばいである。
・公民館への配本サービスを実施している。
（コスト面）
・貸出１件あたりのコストは365円となっ
ている。

施設の長寿命化を図りつ
つ、学校図書館との連携・
強化を図る。
・長寿命化を図りつつ、施設
の更新・維持管理コストの適
正化を図る。
・配本図書の量と質の充実を
図る。

長寿命化

(８)
展示等施
設

（施設面）
・市民ギャラリーは、耐震改修が未実施で、
ほとんどの部位がＣ又はＤ評価と劣化も進ん
でいる。
・郷土資料館は、新耐震であるが、全ての部
位がＣ評価と劣化が進んでいる。
・文化財センターは、建物は良好であるが、
設備がＣ評価と劣化が進んでいる。
（利用面）
・市民ギャラリーは、令和元年４月から休館
している。
・郷土資料館・文化財センターは、平成30
年度の利用は前年度比半減している。

市民ギャラリーは廃止す
る。
・他の施設で機能代替を検討
する。

郷土資料館・文化財セン
ターは、長寿命化を図ると
ともに、効率的な運営を図
る。
・他の公共施設の再編に合わ
せた運営の見直しを検討す
る。
・本来の用途に加えて、観光
資源としても利用者増を図
る。

10年以
内（公民
館等の再
編と連
動）
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施設類型 実態・課題（施設面、利用面、コスト面） 方針・再編案
目標
年次

(９)
スポーツ
施設
(13)公園

（施設面）
・全ての施設で、ほぼ全ての部位がＣ又はＤ
評価となっており、劣化が進んでいる状況で
ある。
（利用面）
・総合運動施設は年間10万人、2,000件、
小湊スポーツ館・体育センターは年間１万
人、600～700件の利用がある。
・大山庭球場は、平成31年１月以降の利用
者がいない状況である。
（コスト面）
・総合運動施設の年間トータルコスト約１億
2,700万円に対し、収入額の合計は約
1,300万円である。
（同種施設の状況）
・学校開放については、廃校施設も含め、各
校とも１万人の利用があり、全体で年間23
万人、1万2,000件の利用がある。
（公園の状況）
・魚見塚一戦場公園の体育館は、全ての部位
でＣ又はＤ評価となっており、老朽化が進ん
でいる。
・魚見塚一戦場公園の体育館は年間６千人、
400件、テニスコートは年間３千人、
1,700件の利用がある。
・魚見塚一戦場公園の年間トータルコスト約
1,100万円に対し、収入額の合計は約200
万円である。

施設を維持しつつ、効率的
な施設運営を図るため、運
営方法の見直し、施設の適
正配置等を検討する。
・施設を維持しつつ、維持管
理コストの適正化を図る。
・効率的な施設運営を図るた
め、運営方法の見直しを検討
する。
・施設の適正配置を検討する
とともに、利用状況が少ない
施設については廃止を含め活
用方法を検討する。
・魚見塚一戦場公園体育館
は、廃止を含め在り方を検討
する。

５年以内
（老朽化
が進行、
代替施設
確保可
能）
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施設類型 実態・課題（施設面、利用面、コスト面） 方針・再編案

目標
年次

(10)
レクリ
エーショ
ン・観光
施設（休
止施設）

（施設面）
・太海フラワー磯釣センターのセントラルハ
ウス及び温室棟は、建物の健全性、劣化状況
に問題がある（劣化状況調査は未実施）。
（利用面）
・太海フラワー磯釣センターは休園している
が、釣り堀のみ民間貸付けにより営業してい
る。

太海フラワー磯釣センター
は、取壊しを前提に跡地活
用を検討する。

５年以内
（地権者
調整等）

(11)
産業系施
設

（施設面）
・里山オフィスは、大山公民館に併設してい
る。
（利用面）
・里山オフィスは、平成30年度において８
つのオフィス全てが入居している。
（コスト面）
・年間の収支は均衡した状況である。

施設を維持しつつ、ニーズ
と運営状況に応じて施設の
見直しを行う。
・里山オフィスの利用を拡大
する場合は、大山公民館を含
めて検討する。

ニーズと
収支状況
を見なが
ら判断
(当面維
持)

(10)レク
リエー
ション・
観光施設

（施設面）
・天津小湊観光会館以外は、30年に達して
おらず、比較的新しい建物である。
・天津小湊観光会館は、屋根・屋上を除き各
部位Ｃ又はＤ評価となっており、劣化が進ん
でいる状況である。
・総合交流ターミナル（みんなみの里）、地
域資源総合管理施設（棚田倶楽部）及び鴨川
オーシャンパークは、建物は良好であるが、
設備の劣化が進んでいる。
（利用面）
・全ての施設で、指定管理者による管理運営
を行っている。
・どの施設も利用者は横ばいとなっている。
・地域資源総合管理施設について、指定管理
者である団体の活動は一定の評価を得てい
る。
（コスト面）
・鴨川オーシャンパークは、全体コストの３
割弱の収入がある。

施設を維持しつつ、効率的
な施設運営や集客力の向上
を図るため、施設の在り方
や運営方法を検討する。
・天津小湊観光会館は、施設
の維持管理を維持しつつ、利
用を継続する。
・総合交流ターミナルは、道
の駅化による集客力の向上・
収入の向上を図る。
・地域資源総合管理施設は、
施設の在り方や新たな管理手
法を検討する。
・鴨川オーシャンパークは、
集客力の向上・収入の向上を
図る。

５年以内
（道の駅
登録、指
定管理者
期間等考
慮）
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施設類型 実態・課題（施設面、利用面、コスト面） 方針・再編案

目標
年次

(12)
環境施設

（施設面）
・鴨川清掃センターは、ごみ焼却施設の広域
化を図るための一般廃棄物中継施設の稼働を
待って、焼却を終了する予定となっている。
・天津小湊清掃センターは、全ての部位がＤ
評価の状況である。
・天津小湊一般廃棄物最終処分場は、良好な
状態である。
（利用面）
・鴨川清掃センターは、一般廃棄物中継施設
の稼働後は収集車の拠点として使用する。
・天津小湊清掃センターの可燃ごみの受付量
は年間152ｔであり、全体の１％にとど
まっている。
・天津小湊清掃センターは、令和３年３月
31日をもって廃止となる。
・天津小湊一般廃棄物最終処分場は、年間
100ｔの埋立てを行っている。

鴨川清掃センターは、破砕
機の運用及び収集車の拠点
として当面の間維持する。

天津小湊清掃センターは廃
止する。
・当面の間は、現状での管理
を続ける。
・焼却施設の解体撤去を検討
する。

天津小湊一般廃棄物最終処
分場は、埋立終了（閉鎖）
するまでの間は、施設を維
持する。

10年以
内（令和
９年広域
化、令和
４年度以
降天津小
湊解体）

消防施設 －

消防団の詰所や車庫は、計
画的な点検や修繕等の老朽
化対策を進め、利用を継続
する。

必要に応
じて実施

市営住宅

－
成川団地、鴨川漁民住宅及
び浜荻漁民住宅は、現在の
居住者が退去後は新たな入
居者を募集せず、段階的に
廃止することを検討する。

10年以
内(退去
者の状況
による）

その他 学校跡地等の遊休施設

地域の実情を踏まえて活用
することを基本とし、民間
への貸付・売却等の資産活
用を図るとともに、活用見
込みのない場合などは、必
要に応じて除去を図る。

10年以
内
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■ 地域実態マップによる方針・改善策のまとめ 

R3.3廃止

収蔵物を移転
した後に廃止

民間譲渡
を検討

民間譲渡
等を検討

段階的に
廃止

分離型施設
の一体化

跡地活用
の検討

機能再編・施設
統廃合の検討

(仮称)小湊さとうみ学校
を中心とした活用を検討

廃止を含めた
他の活用方法

の検討

体育館の
廃止を検討

（方針・再編案）

廃止を含めた
他の活用方法

の検討

広域化・
中継施設設置

建替え等の検討

（小・中学校）児童・生徒
数の変化への更なる対応

（公民館等）旧中学校区単位での統廃合・運営方法等見直し

（出張所）他の公共施設の
再編に合わせた複合化等

運営の見直し

集客・収益
向上

分離型施設
の一体化

新たな管理
手法を検討

R3.3廃止

段階的
に廃止

民間活用の
実施
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R3.3廃止

収蔵物を移転
した後に廃止

民間譲渡
を検討

民間譲渡
等を検討

段階的に
廃止

分離型施設
の一体化

跡地活用
の検討

機能再編・施設
統廃合の検討

(仮称)小湊さとうみ学校
を中心とした活用を検討

廃止を含めた
他の活用方法

の検討

体育館の
廃止を検討

（方針・再編案）

廃止を含めた
他の活用方法

の検討

広域化・
中継施設設置

建替え等の検討

（小・中学校）児童・生徒
数の変化への更なる対応

（公民館等）旧中学校区単位での統廃合・運営方法等見直し

（出張所）他の公共施設の
再編に合わせた複合化等

運営の見直し

集客・収益
向上

分離型施設
の一体化

新たな管理
手法を検討

R3.3廃止

段階的
に廃止

民間活用の
実施
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４. 整備方針による再編等の効果 

２．の整備方針の具体化を図ることによって、約３.４万㎡の延床面積の削減が達成されるとの

想定の下試算しますと、今後 40年間での更新費用は総額 425億円、年間 10.6億円となりまし

た。 

この計画の計画期間である今後 20年間では年間10.0億円となり、過去３年間の公共施設へ

の投資的経費の平均 8.2億円に対しては、1.2倍、年間 1.8億円のかい離が残っています。 

そこで、整備方針に基づく延床面積の削減を着実に実施していくとともに、今後の人口変化等

に対応した更なる再編や運営・管理面での見直しを続けていく必要があります。 

 

図表 再編等の効果（将来更新コスト試算） 
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修繕維持費 緊急修繕 大規模改修 大規模積み残し 中規模修繕 中規模積み残し
長寿命化修繕 長寿命積み残し 個別工事 取り壊し等 建替え 建替え積み残し
その他集計 工事費 住宅 学校 効果 年平均

（億円）

決算統計（過去３年間）

8.2億円/年

現在

40年間の更新費用総額

425億円

年間更新費用

10.6億円/年

1.2倍

20年間の年間更新費用

10.0億円/年

建替え長寿命化改修
長寿命化改修
（積み残し）

中規模改修
（築20・60年）

部位改修 経常修繕
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第５章 計画の継続的運用方針 

１．情報基盤の整備と活用 

総合管理計画と連動して、ＰＤＣＡサイクルを着実に実行していくためには、継続的な実態把握

によるデータベースの蓄積、評価・検証のためのシミュレーション、公共施設再編の改善案の検討

を継続的に実行していくことが重要となります。 

そのためのツールとして、施設の基本情報である「建物情報一覧表」を活用して、修繕・改修履

歴を最新の状態にし、基準にマクロで管理する部分と詳細に把握する部分を関連付け、全体計画と

実行計画の実績を相互に連動する仕組みを構築して、庁内横断的に活用可能な継続的マネジメント

サイクルの基盤とし、早期の対応が迫られている具体的な再編計画の実現へ展開します。 

 

図表 情報の一元化イメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

公共施設等
総合管理計画

改訂

個別施設計画
（公共建築）

個別施設計画
（インフラ）

施設情報の一元化・見える化（アウトプット）

対象施設全体の状況把握が可能（マネジメントに活用）

経年

1 屋根屋上 □ アスファルト保護防水 □

□ アスファルト露出防水 □

□ シート防水 □

■ 塗膜防水 2 A □

□ 勾配屋根（長尺、折板） □

■ 屋根（アスファルトシングル、スレート、瓦類） 2 A □

□ その他屋根 （ ） □

2 外壁 ■ 複層塗り ■ モルタル下地 21 C □

□ 薄塗り（リシン等） □ モルタル下地 □

□ 打放し ■

□ タイル、石張り □

□ 金属系パネル □

□ コンクリート系パネル（ＡＬＣ等） ■

■ その他外壁 （ ） 36 B □

■ （ ） 36 B □

3 ■ アルミ製サッシ＋単板ガラス 36 B □

□ アルミ製サッシ＋複層ガラス ■

□ 鋼製サッシ □

□ 防音サッシ □

□ （ ） □

4 内部仕上 ■ 全面的改修 （ ） 25 B □

■ トイレ改修　 （ ） 4 A □

□ 非構造部材の耐震 □

□ （ ） □

□ （ ） □

5 電気設備 ■ （ ） 10 A □

■ （ ） 36 C □

■ 通信設備 （ ） 36 C □

■ 防災設備 （ ） 36 C □

□ その他 （ ） □

6 ■ 給水設備 （ ） 36 C □

□ 給湯設備 （ ） □

□ 排水設備 （ ） □

■ 衛生設備 （ ） 25 C □ ガス漏れ検査で異常指摘がある

■ ガス設備 （ ） 36 C □

■ 消火設備 （ ） 36 C

7 □ ） □

□ □ ） □

□ ダクト・配管設備 □

■ ） 7 A □

□ ）

8 昇降機 ■ 乗用エレベーター 10 A □

□ □

9 □ プール （ ） 10 A □

□ （ ） □

10 その他 □ （ ） □

□ （ ） □

保守点検等や行政庁から指摘がある

外部開口
部

給排水
衛生設備

■
個別
方式

ﾊ ｯｹ  ﾞ空調設備（ GHP 2013 保守点検等や行政庁から指摘がある

その他（

2010 通常の使用に支障がある

空調機器（

排水のつまりや臭い、蛇口からの錆水

高架水槽 未改修 水質・水量等で使用に支障がある

都市ガス

内部建具に開閉、施錠等に不具合がある

2016

未改修 保守点検等や行政庁から指摘がある

機器が頻繁に故障（異音・漏水）

B
和洋混合 1995

屋内消火栓 未改修

タイルや石に剥がれ、浮き、亀裂がある

ガラスブロック 未改修 手すり等に錆、変形、浮き、亀裂等がある

目地、建具周りのシーリングが劣化している 広範囲

C

塗装の剥が
れ、及び壁の
塗装に劣化
が見られる。
外部鉄骨階
段に錆

1999 剥落、浮き、爆裂、大きな亀裂がある

ひび割れ、錆汁がある

塗装の退色、膨れ、剥がれがある

内部に外壁からの漏水がある

広範囲

2018 防水層に膨れ・破れ等がある

既存点検等で指摘がある

2018 笠木･手摺等に錆、変形、浮き、亀裂等がある

天井等に雨漏り痕がある

降雨時に雨漏りがある 屋上緑化、太
陽光発電設
置
下屋はシング
ル葺き A

保護層のひび割れ、目地の暴れ・欠損がある

屋根葺材に錆・腐朽・欠損がある

劣化状況
（複数回答可）

特記事項
年度 範囲

総合
評価

部位
仕様

（該当する項目は「□」を選択。複数選択可。

（　）内及び空欄行には具体的な仕様名を記入）

改修履歴
評価

C

B

B

壁仕上材にひび割れ等の不具合がある

天井に落下の危険がある

保守点検等や行政庁から指摘がある

機器の全面的な錆・腐食・破損等

ブレーカーが時々落ちる

保守点検等や行政庁から指摘がある

床仕上材に使用上の支障がある

A

中央
方式

熱源設備（ 通常の使用に支障がある

ドレンのつまり等がある

機器に異音・異臭・漏水がある

ビートの剝れ
などの劣化が
見られる。

格子等の鉄部に錆・腐朽・ぐらつきがある

B

既存点検等で指摘がある

未改修

LED 未改修 機器が頻繁に故障する

バルコニー等 外部鉄骨階段

その他開口部

電力・電灯設備

既存点検等で指摘がある

未改修 窓・ドアの開閉、施錠等に不具合がある

1995

窓・ドアに錆・腐食・変形・塗装の剥がれがある 広範囲

窓・ドアの廻りに漏水がある

過半の改修

ドライ化（床･壁･天井･
建具等）

冷暖房
換気設備

外構及び
工作物

改修済 2010

受変電設備 キュービクル 2010

校内放送 未改修

火災報知 未改修

劣化写真

部位別仕様

工事履歴

劣化状況
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現在

今後10年間
22.9億円/年

80年間総額
1,486億円

（18.6億円/年）

40年間総額
727億円

（18.2億円/年）

財政ライン
11億円

過去7年間
24.7億円/年

1.5～2.1倍

基礎情報 躯体の健全性 劣化状況 仕様 修繕・改修履歴 現在

建物名
施設名

所管課
所有
形式

延床面積・築
年・構造…

耐震
基準

補強
有無

コンクリート圧
縮強度等

点検
結果

屋
上

外
壁

開
口
部

内
部

設
備

健
全
度

空調 EV
省エ
ネ化

10年前20年前30年前40年前50年前60年前

Ａ施設 ・・・㎡・・・年・・課

公
共
施
設
を
取
巻
く

現
状
と
課
題

詳
細
情
報

概
要
情
報

利
用
・
運
営
・

コ
ス
ト

●人口推移，将来予測 ●地域状況

219,154 人 227,679 人

193,599 人

163,392 人

174,811 人

180,437 人
175,924 人171,618 人

154,618 人

172,604 人
159,933 人
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50,000
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250,000

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

その他計

改善計

集会所計

公民館計

用途別/施設別

利用者数，稼働率

●利用状況

建物管理委託費
0.9億円

光熱水費
0.6億円

0.5億円

職員
人件費
3.2億円

10

８

６

４

２

０

事
業
運
営
に

か
か
る
コ
ス
ト

施
設
に

か
か
る
コ
ス
ト

0.3億円

減価償 却相当額
2.6億円（30％）

生
涯
学
習
セ
ン
タ
ー
全
施
設
の

年
間
ト
ー
タ
ル
コ
ス
ト

8.6
億円

（億円）

主

催

事

業

貸館

（47%）

4.0
億円

2.0
億円
（23%）

公民館事業費
（主催事業の

消耗品等）

利用料収入
3,124万円

利用料収入
3,124万円

非常勤職員
人件費

Ａ
公民館

Ｂ
公民館

Ｃ
公民館

2,466 1,119 1,549

0 0 0

4,443 2,454 6,517

6,520 2,624 9,651

322 0 0

15,238 9,581 19,921

職員人件費 18,554 18,554 9,277

公民館事業費 4,324 4,057 1,277

非常勤職員人件費 4,324 4,057 1,277

その他物件費 52 84 446

27,254 26,752 12,277

44,981 36,406 32,645

　【収益の部】

2,789 843 1,625

2,789 843 1,625

39,770 11,349 16,791

84,751 47,754 49,436

81,962 46,912 47,811

Ⅰ．現金収支を伴うもの
　【コストの部】

収支差額（ネットコスト）

現金収支を伴う収益　計

Ⅱ．現金収支を伴わないもの【コストの部】
減価償却相当額（公民館分）

Ⅲ．総括

事
業
運
営
に

か
か
る
コ
ス
ト 事業運営にかかるコスト計

コストの部合計（トータルコスト）

現金収支を伴うコスト　計

公民館使用料

主催事業

貸館事業

施
設
に
か
か
る

コ
ス
ト

各所修繕費

老朽箇所修繕費

光熱水費

建物管理委託費

施設にかかるコスト計（公民館分）

車両・備品等購入費

年間トータルコスト行政コスト計算書

施
設
に
係
る

コ
ス
ト

事
業
運
営

に
係
る
コ
ス
ト

●コスト状況
用途別/施設別

●評価・分析

●財政制約ライン

●運営状況

改
善
案
の
策
定
（
効
果
）

●劣化カルテ

●建物情報一覧

人件費按分
82,663
4,611

35.9

15.7 10.0 8.8
5.7
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建築物整備費（決算統計）

H26～H30平均15.2億円

H28～H30平均8.2億円

（億円）

8.2

億円
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修繕維持費 緊急修繕 大規模改修 大規模積み残し 中規模修繕 中規模積み残し
長寿命化修繕 長寿命積み残し 個別工事 取り壊し等 建替え 建替え積み残し
その他集計 工事費 住宅 学校 効果 年平均

（億円）

決算統計（過去３年間）

8.2億円/年

現在

40年間の更新費用総額

425億円

年間更新費用

10.6億円/年

1.2倍

20年間の年間更新費用

10.0億円/年

建替え長寿命化改修
長寿命化改修
（積み残し）

中規模改修
（築20・60年）

部位改修 経常修繕

●維持更新コスト 40年間
４２５億円

１０,6
億円

財政制約ライン１．３倍
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２．推進体制等の整備 

本計画は、総合管理計画を受けて各施設の個別事業を明らかにするものであり、施設運営や施設

で行われている事業、周辺の公共施設等の状況・計画などとも密接な関係をもった計画です。 

そのため、担当所管課から出てくる事業を全庁で整合性をチェックし、無駄のない整備に向けて

確実な進捗管理を行う必要があります。庁内横断的な体制により、全庁的な取組みとして推進しま

す。 

 

３．フォローアップ 

本計画は、老朽化の進む施設の長寿命化とともに少子高齢化や将来のまちづくりと連動した施設

の再編など、具体的な計画を示すものです。 

今後は個別の年次計画や事業費を精査していくために、事業の進捗状況、劣化調査等の結果を反

映しながら、本計画の進捗状況や社会的要請、ニーズの変化に応じて適宜フォローアップを行い、

その結果を踏まえ、定期的に計画の見直しを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 


